
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－018） 

 

１ ミクロネシア連邦（FSM）のパニュエロ大統領と米国インド太平洋軍司令

部のジョン・アキリーノ司令官は 7 月 16 日から 26 日までハワイで「ハイレベ

ルの防衛対話」を行い、FSM に軍事基地を建設する計画に合意した。同対話の

議題は、米国による太平洋における広範な防衛と部隊の態勢について、従来の

安全保障上の脅威から、気候変動、国境を越えた組織犯罪、海上安全保障、

IUU 漁業などの非従来型の安全保障上の脅威に至るまでをカバーした。パニュ

エロ大統領は、「それが意味することは、FSM と米国の永続的なパートナーシ

ップがかつてないほど強力であると確信し、ミクロネシア人とアメリカ人が同

様に安心して眠れるということだ」と述べ、「また、米国国際開発庁を通じた

気候変動の緩和及び適応の取り組みや、米国沿岸警備隊の捜索救助活動、法執

行機関の訓練など、米国のコミットメントは様々な形で現れる」と述べた。 

また、パニュエロ大統領は、 FSM が議長を務める Pacific Islands 

Conference of Leader (PICL)の次回会合（時期未定・対面方式）に、米国のバ

イデン大統領を招待し、米国の指導者にこの地域の関与する機会を提供すると

述べた。PICLの前回会合はオンラインで 7月 2日に開催されている。 

原文 

（20th July 2021, Island Times） 

原文 

（28th July 2021, Pacific Island Times） 

 

２ マーシャル諸島は、米国沿岸警備隊（USCG）が推進する Qualship21（21世

紀に向けたクオリティシッピング）計画に唯一 17年連続で認定された旗国とな

った。 

原文 

（23rd July 2021, Marshall Islands Journal） 

※参考：USCG HP QUALSHIP 21 Initiative（リンク参照） 

   ：International Registry HP（リンク参照） 

 

３ オーストラリアの太平洋大臣は、ミクロネシア地域の太平洋諸島フォーラ

ム（PIF）からの離脱は、PIF を弱体化させるとともにミクロネシア各国の声も

弱めると述べ、ミクロネシア各国が PIF にとどまることがオーストラリアの立

場だと述べた。同大臣はまた、太平洋の指導者の間では対話が続いており、

PIF の改革の求める呼びかけを支持するとし、パプアニューギニアのマラペ首

相がミクロネシアの指導者との対話において重要な役割を果たすと述べた。 

原文 

https://islandtimes.org/u-s-fsm-gear-up-for-high-level-defence-talks-in-hawaii/
https://www.pacificislandtimes.com/post/us-fsm-agree-on-a-plan-to-build-military-base-in-micronesia
https://www.dco.uscg.mil/Our-Organization/Assistant-Commandant-for-Prevention-Policy-CG-5P/Inspections-Compliance-CG-5PC-/Commercial-Vessel-Compliance/Foreign-Offshore-Compliance-Division/Port-State-Control/QS21/
https://iritokyo.co.jp/%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%80%81uscg-qualship-21%E3%82%9217%E5%B9%B4%E9%80%A3%E7%B6%9A%E5%8F%96%E5%BE%97/
https://islandtimes.org/australias-pacific-minister-says-losing-micronesian-nations-will-weaken-pif/


（20th July 2021, Island Times） 

 

【論説】 

４ 豪州のモリソン首相は、COVID-19 発生前、太平洋島嶼国の安全保障パート

ナーとしての立場を確立するための外交政策である「Pacific Step-Up」に署名

したが、これは、中国からの債務で整備されたインフラが太平洋の軍事基地と

して利用される可能性に対する安全保障上の懸念によるものだ。しかし、太平

洋島嶼国が安全保障上の最大の差し迫った脅威としているのは気候変動問題で

あることを豪州は理解しておらず、戦略的優先順位のミスマッチにつながって

いる。豪州と異なり、他の国々は気候変動対策を活用して太平洋地域の友人を

得ており、特に今年は米国、EU、英国が COP26 を前に太平洋島嶼国と協力して

より強力な目標を推進している。豪州の新たな気候変動対策により太平洋戦略

をリセットすることは可能であり、モリソン首相自身は気候変動問題への行動

がこの地域における豪州の協力関係にいかに重要か理解している。その場合、

最初にすべきことは 2050年までの排出量ゼロ目標を発表することであり、今年

の太平洋諸島フォーラムで発表することで、豪州がその目標達成のために行動

し、太平洋島嶼国と協力することを約束していることを世界に伝えるだろう。 

原文 

（19th July 2021, PACNEWS） 

 

５ シンガポールの DBS銀行は、Ocean Network Express (ONE)、シンガポール

海事港湾庁等と提携し、船舶燃料供給に係るファイナンスについて、初めて試

験的に、デジタル化した船舶燃料納品書（bunker delivery note: BDN）を使用

して行った。通常は数日から 1 週間を要していたプロセスは、将来デジタル化

により、顧客が 2 時間以内に資金調達できるものとなることが示された。これ

により、顧客は運転資金をより早く取得し、キャッシュフローをより適切に管

理できるようになるほか、不正のリスクも軽減できる。 

原文 

（21st July 2021, Splash） 

 

６ アジア海賊対策地域協力協定情報共有センター(ReCAAP ISC)は、7月 17日

にインドネシア・ビンタン島 Tanjung Pergam沖のシンガポール海峡分離通行方

式東航レーンで 2 件の武装強盗事案が報告されたことを発表した。いずれも強

盗はナイフを所持していたが、乗組員に目撃されて逃走し、乗組員の怪我や盗

難はなかった。 

原文 

（19th July 2021, Seatrade Maritime） 

※参考：ReCAAP ISC インシデント・アラート（リンク参照） 

 

  

https://pina.com.fj/2021/07/19/morrison-left-out-on-pacific-rim-over-climate-diplomacy/
https://splash247.com/singapore-completes-first-live-bunker-delivery-financing-transaction/
https://www.seatrade-maritime.com/ship-operations/two-more-vessels-boarded-eastbound-lane-singapore-strait
https://www.recaap.org/resources/ck/files/alerts/2021/ReCAAP%20ISC%20IA%2005-2021%20Incidents%20against%20ships%20off%20Tg%20Pergam%20Bintan%20Island%20Indonesia%20(19%20Jul%2021).pdf


 

 


